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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第124期

第３四半期
連結累計期間

第125期
第３四半期
連結累計期間

第124期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 87,422 101,660 128,387

経常利益 (百万円) 3,009 5,319 7,622

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 878 2,946 4,395

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,450 7,959 3,460

純資産額 (百万円) 60,615 69,084 63,313

総資産額 (百万円) 158,390 162,800 158,280

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 8.29 27.80 41.46

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － 27.79 －

自己資本比率 (％) 36.4 40.2 37.7

　

回次
第124期

第３四半期
連結会計期間

第125期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.31 10.18

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含んでおりません。

３ 第124期第３四半期連結累計期間及び第124期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

決算短信（宝印刷） 2018年02月02日 10時57分 2ページ（Tess 1.50(64) 20171211_01）



― 3 ―

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについては、重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期における経済環境は、米国では企業活動・個人消費が堅調に推移し、欧州では輸出・内需等が順調

に回復し、日本でも公的需要・個人消費・輸出において緩やかな回復基調となりました。

　このような経済環境にあって当社グループは、『「医・食・住」に関する社会的課題を解決し、豊かな社会づく

りに貢献します。』を経営理念に掲げ、持続的な企業価値向上の実現に取り組んでまいりました。

　こうした中で、当第３四半期の当社グループの［連結］業績は、次のようになりました。

売上高は、主に日本・米国・欧州及びアジア・オセアニア地域での増加により101,660百万円（前年同期と比べ

16.3％の増加）となりました。

　利益面では、この売上高の増加により、営業利益は6,227百万円の利益（前年同期と比べ41.1％の増加）となり、

経常利益は5,319百万円の利益（前年同期と比べ76.8％の増加）となりました。この結果、親会社株主に帰属する四

半期純利益は2,946百万円の利益（前年同期と比べ235.3％の増加）となりました。

セグメント毎の業績を示すと、次のとおりであります。

スマートインフラ事業では、主に日本で伸長したことにより、売上高は25,506百万円（前年同期と比べ13.6％の

増加）となり、営業利益は2,680百万円の利益（前年同期と比べ57.4％の増加）となりました。

　ポジショニング・カンパニーでは、ICT自動化施工システム及びIT農業が堅調に伸長したことにより、売上高は

52,589百万円（前年同期と比べ29.1％の増加）となり、営業利益は4,485百万円の利益（前年同期と比べ49.0％の増

加）となりました。

　アイケア事業では、売上高は32,828百万円（前年同期と比べ9.1％の増加）となりましたが、研究開発等の先行投

資による費用増の影響等により、営業利益は1,207百万円の利益（前年同期と比べ△29.7％の減少）となりました。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は9,845百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 108,085,842 108,085,842
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であ
ります。

計 108,085,842 108,085,842 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年10月１日～
平成29年12月31日

－ 108,085,842 － 16,638 － 19,127

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成29年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － ――

議決権制限株式(自己株式等) － － ――

議決権制限株式(その他) － － ――

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,073,500

－ ――

完全議決権株式(その他) 普通株式 105,979,000 1,059,790 ――

単元未満株式 普通株式 33,342 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 108,085,842 － ――

総株主の議決権 － 1,059,790 ――

(注) １．「完全議決権株式(その他)」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株含まれ

ております。また、「議決権の数」の欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数90個が含

まれております。

２．「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式６株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社トプコン

東京都板橋区蓮沼町
75番１号

2,073,500 － 2,073,500 1.92

計 ―― 2,073,500 － 2,073,500 1.92

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,570 18,194

受取手形及び売掛金 41,201 ※3 36,819

商品及び製品 19,988 22,277

仕掛品 1,930 1,931

原材料及び貯蔵品 10,429 11,121

その他 11,650 12,554

貸倒引当金 △1,680 △1,901

流動資産合計 99,089 100,996

固定資産

有形固定資産 15,129 16,632

無形固定資産

のれん 14,553 14,386

その他 21,481 21,719

無形固定資産合計 36,035 36,106

投資その他の資産 ※1 8,025 ※1 9,065

固定資産合計 59,190 61,804

資産合計 158,280 162,800

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,353 ※3 11,512

短期借入金 16,296 19,206

リース債務 687 639

未払法人税等 991 407

製品保証引当金 920 965

その他 12,904 13,469

流動負債合計 42,153 46,200

固定負債

社債 20,000 20,000

長期借入金 16,725 12,483

リース債務 4,901 4,524

役員退職慰労引当金 43 47

退職給付に係る負債 6,743 5,877

その他 4,399 4,582

固定負債合計 52,813 47,515

負債合計 94,966 93,716
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 16,638 16,638

資本剰余金 20,950 20,819

利益剰余金 29,344 30,369

自己株式 △2,089 △2,090

株主資本合計 64,844 65,737

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 740 2,221

繰延ヘッジ損益 40 △0

為替換算調整勘定 △3,849 △1,211

退職給付に係る調整累計額 △2,059 △1,293

その他の包括利益累計額合計 △5,127 △283

新株予約権 － 24

非支配株主持分 3,596 3,606

純資産合計 63,313 69,084

負債純資産合計 158,280 162,800
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 87,422 101,660

売上原価 42,296 49,765

売上総利益 45,125 51,894

販売費及び一般管理費 40,713 45,667

営業利益 4,412 6,227

営業外収益

受取利息 58 83

受取配当金 22 35

為替差益 － 240

その他 174 149

営業外収益合計 255 507

営業外費用

支払利息 670 672

持分法による投資損失 204 103

為替差損 551 －

その他 232 640

営業外費用合計 1,658 1,415

経常利益 3,009 5,319

特別利益

事業譲渡益 － ※1 141

特別利益合計 － 141

特別損失

投資有価証券評価損 － 267

事務所移転費用 115 －

特別退職金 59 －

特別損失合計 174 267

税金等調整前四半期純利益 2,834 5,193

法人税、住民税及び事業税 1,431 2,751

法人税等調整額 353 △400

法人税等合計 1,785 2,350

四半期純利益 1,049 2,843

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

170 △102

親会社株主に帰属する四半期純利益 878 2,946
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 1,049 2,843

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 273 1,480

繰延ヘッジ損益 14 △40

為替換算調整勘定 △262 2,901

退職給付に係る調整額 378 766

持分法適用会社に対する持分相当額 △3 8

その他の包括利益合計 400 5,115

四半期包括利益 1,450 7,959

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,453 7,790

非支配株主に係る四半期包括利益 △3 168
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当第３四半期連結会計期間

（平成29年12月31日）

投資その他の資産 △107百万円 △106百万円

　

２．債権流動化による売掛債権譲渡残高

前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当第３四半期連結会計期間

（平成29年12月31日）

受取手形及び売掛金譲渡残高 1,955 百万円 2,552 百万円

　

※３．第３四半期連結会計期間末日満期手形

当第３四半期連結会計期間末日は、金融機関の休日でありましたが、当社は、満期日に決済があったものとし

て処理しております。当第３四半期連結会計期間末残高から除かれている第３四半期連結会計期間末日の満期手

形は次のとおりであります。

前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当第３四半期連結会計期間

（平成29年12月31日）

受取手形 － 百万円 457 百万円

支払手形 － 453

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１．事業譲渡益

　当第３四半期連結累計期間の事業譲渡益は、当社の連結子会社である株式会社トプコンテクノハウスの検査装置

事業の譲渡に伴う利益であります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日

至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成29年４月１日

至 平成29年12月31日)

減価償却費 3,310百万円 4,223百万円

のれんの償却額 1,894 1,989

　

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月20日

取締役会
普通株式 1,272 12 平成28年３月31日 平成28年６月８日 利益剰余金

平成28年10月28日

取締役会
普通株式 848 8 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金

　

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月６日

取締役会
普通株式 848 8 平成29年３月31日 平成29年６月16日 利益剰余金

平成29年10月27日

取締役会
普通株式 1,060 10 平成29年９月30日 平成29年12月１日 利益剰余金

　

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額スマートインフラ

事業

ポジショニング・

カンパニー
アイケア事業 その他 計

売上高

外部顧客への売上高 16,618 38,323 29,907 2,573 87,422 － 87,422

セグメント間の内部

　売上高又は振替高
5,826 2,411 171 22 8,431 △8,431 －

計 22,445 40,734 30,078 2,596 95,854 △8,431 87,422

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

1,702 3,010 1,716 △123 6,306 △1,894 4,412

(注) １．「その他」の区分は、精密計測事業及び光デバイス事業であります。

　 ２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△1,894百万円は、各報告セグメントに配分していないのれんの償却額であります。

　 ３．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益の額と一致しております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額スマートインフラ

事業

ポジショニング・

カンパニー
アイケア事業 その他 計

売上高

外部顧客への売上高 18,894 48,552 32,623 1,589 101,660 － 101,660

セグメント間の内部

　売上高又は振替高
6,612 4,036 205 3 10,857 △10,857 －

計 25,506 52,589 32,828 1,592 112,517 △10,857 101,660

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

2,680 4,485 1,207 △81 8,291 △2,064 6,227

(注) １．「その他」の区分は、精密計測事業及び光デバイス事業であります。

　 ２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△2,064百万円は、主に各報告セグメントに配分していないのれんの償却額でありま

す。

　 ３．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益の額と一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

（1）１株当たり四半期純利益金額 8円29銭 27円80銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 878 2,946

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

878 2,946

普通株式の期中平均株式数(株) 106,012,620 106,012,276

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 27円79銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) － 9,055

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

－ －

（注）前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

平成29年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ)中間配当による配当金の総額…………………… 1,060百万円

(ロ)１株当たりの金額………………………………… 10円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 平成29年12月１日

(注) 平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成30年２月９日

株式会社トプコン

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 古 杉 裕 亮 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 腰 原 茂 弘 ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 市 川 亮 悟 ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トプコ

ンの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トプコン及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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